
「五所川原市都市計画マスタープラン｢部門別構想・地域別構想・ 

まちづくりの実現に向けて｣（素案）についての意見募集結果について 

 

 

「五所川原市都市計画マスタープラン (案)」についての意見募集に対し、ご意見をいただき、誠にあ

りがとうございました。 

いただいた意見の概要とそれに対する市の考え方は下記のとおりです。 

記 

１ 意見募集期間 

平成２４年１１月１日から平成２４年１１月３０日まで 

２ 募集方法 

市のホームページ（http://www.city.goshogawara.lg.jp/）に案の概要等を掲載したほか、建設部都

市計画課、本庁舎及び両総合支所の行政資料スペースに備え付けました。 

意見提出は、郵送、電子メール、ＦＡＸのいずれかの方法によることとし、提出言語は日本語としま

した。 

意見提出にあたっては、提出者の住所・氏名（法人等の場合は、その名称・事務所所在地等の連絡先・

代表者）の明記を条件としました。 

３ 提出された意見 

２人の方から延べ４件の意見をいただきました。その反映状況は次のとおりです。 

文章修正等 記述済み 実施段階検討 反映困難 その他 合計 

２件 件  件 ２件 件 ４件

「文章修正等」・・・・本文の修正、記述の追加等意見を反映させるもの。 

「記述済み」・・・・・既に記述済みのもの。 

「実施段階検討」・・・計画の実施段階で検討又は対応すべきもの。 

「反映困難」・・・・・反映が困難なもの。 

「その他」・・・・・・質問や感想。施策の体系外への意見。 

意見の内容とそれに対する市の考え方及び意見を考慮した結果決定した案は、次のとおりです。 

No 提出された意見 市の考え方 

１ 6章 1-2-(3)P135 

本文中の「本計画に基づいた都市計画の決定や見直し

を行うとともに、情報公開や」を、「本計画に基づい

た都市計画の決定や見直し作業を情報公開の下で行

うとともに、」へ修正すること。 

（理由） 

「行政の徹底した情報公開と政策形成過程からの市

民参画の拡大」という視点が大切です。 

提出された意見を踏まえ、「行政の役割は、本計画

に基づいた都市計画の決定や見直し、市民等のまちづ

くりに関する意識の啓発及び自主的なまちづくり活

動に対する支援等を情報公開の下で行い、市民中心の

まちづくりを積極的に推進することです。」に修正し

ます。 

２ 6章 2-2-(2)P138-139 

「都市計画提案制度活用支援」に関して、フロー中の

「土地利用者、まちづくりＮＰＯ、まちづくり協議会

等による都市計画の提案（提案の要件）①一定の面積

以上の一体的な区域」を、「0.1ヘクタール以上」と

すること。そのための諸手続を取る方向性を明示する

こと。 

（理由） 

「実効性の高い計画づくりへ、より精微なものとす

る」ために必要です。 

 

 

 

 現時点においては、都市計画法施行令の規定による

提案要件が妥当だと考えております。今後、運用状況

を見極め、要件緩和の必要性があるか検討して参りま

す。また、今後提案制度の諸手続の方法を明らかにす

るため、都市計画提案手続要綱を作成します。 



３ 6章 2-3-(1)P140 

本文中の「まちづくりに関する条例の制定等について

検討します」を、「まちづくりに関する条例の制定等

について着手します」へ修正すること。 

（理由） 

都市計画マスタープランは直接的規制を行うもので

はなく、上記の提案制度や本計画でも触れられていま

す策定中の「空き家条例」との関連でも、具体的な規

制、ルール作りとして、「まちづくり条例」が必要で

す。 

まちづくり条例は、まちづくりを進める手段のひと

つとして考えていますが、まちづくり協議会の設立や

タウンマネージメント機関の創設など様々な手段が

ありますので、本市にふさわしい有効なルール作りを

検討して参ります。 

４ 狼野長根地域（七和地域）について、新青森駅や浪

岡インターチェンジ、青森空港などの交通の利便性を

活かした「市の表玄関」として、用途地域の指定や狼

野長根公園を埋め立てるなどの開発を行い、イベント

開催や市の情報発信の機能を整備し、「人の集まる拠

点」づくりを推進するべきと考えます。  

提出された意見を踏まえ、「狼野長根公園、堺野沢た

め池公園や芦野公園は市民の憩いの場であるととも

に、優良な観光資源として有効活用を促進し、住民と

行政や企業等及び来訪者の協力のもと、適正な維持管

理に努めます。」に修正します。（P128第5章地域別

構想3-3.田園集落地域、都市環境整備の方針） 

なお、用途地域の指定については、本市の人口、商

業及び工業の事業所数とも減少傾向にあり、用途地域

内に農地や未利用地が見受けられることから、用途地

域の拡大は想定していません。（P79第3章全体構想

4-2.将来土地利用フレームより） 

 

担当  五所川原市建設部都市計画課 

電子メール  tosikei@city.goshogawara.lg.jp 

電話  ０１７３－３５－２１１１ 

FAX   ０１７３－３５－３６１７ 


